
 

 

令和５年度 府中町下水道事業会計予算 

 

 

 
( 第１０号議案 ) 

府 中 町 





第 　 １０　  号　議案
令和５年３月１０日提出

  （総  則）

（１）整備面積 ５１７．６３ ha
（２）年間有収水量 ４，２９９，９２３ ㎥
（３）１日平均有収水量 １１，７８１ ㎥
（４）主な建設改良事業費

２６０，６８３ 千円
１８３，３０４ 千円

２８，４４３ 千円

  第１款　下水道事業収益 １，４６１，３８３ 千円
第１項　営業収益 １，０３６，０５３ 千円

４２５，２８０ 千円
５０ 千円

  第１款　下水道事業費用 １，４４４，８３３ 千円
第１項　営業費用 １，３５９，２０７ 千円

８４，２３１ 千円
３９５ 千円

１，０００ 千円

　　　　令和５年度 府中町下水道事業会計予算

第１条　令和５年度府中町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　　管路建設改良費
　　　ポンプ場建設改良費
　　　流域下水道建設負担金

支　　　　出

第２項　営業外費用
第３項　特別損失
第４項　予備費

  （収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　入

第２項　営業外収益
第３項　特別利益
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　年度分損益勘定留保資金５０６，１１１千円で補てんするものとする。）

  第１款　資本的収入 ６８０，８８１ 千円
４６１，１３６ 千円

４３，６７９ 千円
１４３，３２２ 千円

２７，２４４ 千円
５，５００ 千円

  第１款　資本的支出 １，２１６，５４９ 千円
５３３，４４５ 千円
６７７，１０４ 千円

５，０００ 千円
１，０００ 千円

起債の方法 利　　率 償還の方法
千円

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足

　 

  （資本的収入及び支出）

  する額５３５，６６８千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２９，５５７千円及び当

第４項　予備費

第１項　企業債
第２項　他会計出資金

第３項　長期貸付金
第２項　企業債償還金
第１項　建設改良費

収　　　　入

第３項　国庫補助金
第４項　負担金
第５項　長期貸付金償還金

支　　　　出

  （企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限　度　額
年5.0％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利率）

借入先の融資条件によ
る。ただし、経営の都
合により、据置期間及
び償還年限を短縮し、
もしくは繰上償還又
は、低利債に借換えす
ることができる。

下水道事業 ３９４，６００
普通貸借又は

証券発行
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（１）営業費用、営業外費用及び特別損失
（２）建設改良費、企業債償還金及び長期貸付金

（１）職員給与費 ９３，９０４ 千円

府中町長　　佐　藤　信　治　

  （他会計からの補助金）
第９条　下水道事業会計助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３１，３５１千円である。

  （一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を
　その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
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令和５年度 

 

府中町下水道事業会計予算に関する説明書 

 

 

府 中 町 





収益的収入及び支出
収    入

款 項 目 予定額
１ 下水道事業収益 1,461,383

１ 営業収益 1,036,053
１ 下水道使用料 593,797 公共下水道使用料収入

２ 雨水処理負担金 432,246 雨水処理に係る一般会計負担金

３ 維持管理負担金 9,218 広島市公共下水道維持管理負担金等

４ その他営業収益 792 排水設備指定業者指定手数料等

２ 営業外収益 425,280
１ 他会計補助金 31,351 営業助成に係る一般会計補助金

２ 他会計負担金 116,981 一般会計が負担すべき負担金

３ 補助金 18,589 社会資本整備総合交付金

４ 長期前受金戻入 254,602 長期前受金の収益化

５ 消費税及び地方消費税還付金 3,757 消費税及び地方消費税還付金

３ 特別利益 50
１ 過年度損益修正益 50 過年度分下水道使用料収入等

支    出
款 項 目 予定額

１ 下水道事業費用 1,444,833
１ 営業費用 1,359,207

１ 管渠費 27,423 管渠の維持管理等に要する経費

２ ポンプ場費 171,819 ポンプ場の維持管理等に要する経費

３ 流域下水道費 240,221 太田川流域下水道維持管理負担金

４ 総係費 141,414 事業活動全般に係る経費

５ 減価償却費 776,968 固定資産の減価償却費

６ 資産減耗費 1,362 固定資産の除却費用

２ 営業外費用 84,231
１ 支払利息 84,223 企業債償還利子等

２ 雑支出 8 受益者負担金貸倒引当金繰入額等

３ 特別損失 395
１ 過年度損益修正損 297 下水道使用料過誤納還付金等

２ その他特別損失 98 法適用前期間に係る貸倒引当金繰入額

４ 予備費 1,000
１ 予備費 1,000 予備費

（単位：千円）

（単位：千円）

令和５年度 府中町下水道事業会計予算実施計画

備考

備考
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資本的収入及び支出
収    入

款 項 目 予定額
１ 資本的収入 680,881

１ 企業債 461,136
１ 企業債 461,136 流域関連公共下水道事業債等

２ 他会計出資金 43,679
１ 他会計出資金 43,679 一般会計からの出資金

３ 国庫補助金 143,322
１ 国庫補助金 143,322 社会資本整備総合交付金

４ 負担金 27,244
１ 受益者負担金 9,342 公共下水道事業受益者負担金

２ 工事負担金 17,902 広島市工事負担金等

５ 長期貸付金償還金 5,500
１ 長期貸付金償還金 5,500 水洗便所改造資金貸付金償還金収入

支    出
款 項 目 予定額

１ 資本的支出 1,216,549
１ 建設改良費 533,445

１ 管路建設改良費 260,683 管路建設改良に要する経費

２ ポンプ場建設改良費 183,304 ポンプ場建設改良に要する経費

３ 建設改良事務費 61,015 建設改良事業に要する事務的経費

４ 流域下水道建設負担金 28,443 太田川流域下水道事業建設負担金

２ 企業債償還金 677,104
１ 企業債償還金 677,104 企業債償還元金

３　長期貸付金 5,000
１ 長期貸付金 5,000 水洗便所設備資金貸付金

４ 予備費 1,000
１ 予備費 1,000 予備費

（単位：千円）

備考

（単位：千円）

備考
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（単位：千円）
１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） △ 16,759
減価償却費 776,968
固定資産除却費 1,362
引当金の増減額（△は減少） △ 646
長期前受金戻入額 △ 254,602
支払利息 84,223
受取利息及び配当金 0
未収金の増減額（△は増加） △ 596
未払金の増減額（△は減少） 29,107
その他流動資産の増減額（△は増加） 0
その他流動負債の増減額（△は減少） 0
小計 619,057
利息及び配当金の受取額 0
利息の支払額 △ 84,223

業務活動によるキャッシュ・フロー 534,834

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出 △ 672,557
国庫補助金等による収入 170,566

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 501,991

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー
企業債による収入 461,136
企業債の償還による支出 △ 677,104
他会計からの出資による収入 43,679

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 172,289

資金増加額（又は減少額） △ 139,446
資金期首残高 176,335
資金期末残高 36,889

予定キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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１　総括

（１）　特別職及び一般職（会計年度任用職員以外の職員） （単位：千円）

給　　　　与　　　　費

報　　酬 計

（0）

5

（0）

8

 13  

（0）

5

（0）

8

 13  

   

   

 

  

（単位：千円）

本  年  度

前年度当初

比　　  較

法定福利費

住　　  居
手　　　当

1,242

1,242

0

通　 　勤
手　　 当

332

310

22

管　理　職
手　　　当

540

540

0

時間外勤務
手　　  当

期末勤勉 賞与引当金
手　　当

1,025

2,839

△ 1,814

合計

76,140

5,579

8,697

14,276

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

29,930

46,210

△ 1,765

△ 2,971

△ 1,629

△ 2,402

本年度

区　　分
職員手当

18,888

29,974

職員数（人）

特別職 一般職

48,862

11,042

16,236

27,278

給　　料

△ 1,206

30,249

31,559

49,922

合計

12,248

18,001

△ 423

合　　計 備　　考

35,509

54,907

90,416

37,354

給　与　費　明　細　書

57,672

95,026

5,795

9,060

14,855

19,311

前年度

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

30,611 48,612

80,171

△ 1,845

△ 363

そ の 他
手　　当

備　　考

※「職員数」の（　　）内は、短時間勤務職員を外書きで記載しています。

比　較

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合計

△ 216

△ 637

△ 4,031 △ 579△ 1,060

区　　分

職員手当

の 内 訳

△ 2,765

△ 4,610

4,778

5,242

△ 464

地域・扶養
手　　　当

12,918

13,040

△ 122

繰　入　額

6,443

7,036

△ 593
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（２）　一般職（会計年度任用職員） （単位：千円）

給　　　　与　　　　費

報　　酬 計

1 1,824

 1 1,824

1 1,769

 1 1,769    

  55

   

 

55

（単位：千円）

本  年  度

前年度当初

比　　較

207

221

14

合計

合計

合計

  

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

2,273

 14 69 6 75

比　較

   

14 69 6 75

207 1,976 297 2,273

前年度

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

207 1,976 297

221 2,045 303 2,348

本年度

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

 221 2,045 303 2,348

区　　分
職員数（人）

法定福利費 合　　計 備　　考
特別職 一般職 給　　料 職員手当

管　理　職 時間外勤務 期末勤勉 賞与引当金 そ の 他
備　　考

手　　　当 手　　 当 手　　　当 手　　  当 手　　当 繰　入　額 手　　当

職員手当

の 内 訳

区　　分
地域・扶養
手　　　当

住　　  居 通　 　勤
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

区    分 増 減 額 説　　　　　明 備　　　　　考

千円 千円

給　　料 昇給に伴う増加分 給与改定の状況

△ 1,060 669

前年度

千円

給与改定に伴う増減分 平均昇給率　　　　　　1.86％

77

千円

その他の増減分 職員数の異動状況

△ 1,806 人事異動等による増減分 　　　　　現に在職す

　　　　　る職員数　（その他）（計）

　本年度　   　13人　　 0人　   13人

　前年度　   　13人　　 0人　   13人

　 　増　減　　  　 人      人       人

採用・退職の状況等

 ３年度退職者数              人

 ４年度採用者数              人

 ４年度退職者数(見込)        人

 ５年度採用者数(見込)        人

（6）



区    分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　明 備　　　　　考

千円 千円

職員手当 給与改定に伴う増減分

△ 2,971 479

千円

その他の増減分

△ 3,450 人事異動等による増減分

（7）



３　給料及び職員手当の状況

（１）　職員一人当たりの給与

区　　　　　　　　　　　　　　分

 平均給料月額 （円） 312,192

５年 １月 １日 現 在
 平均給与月額 （円） 355,851

 平 均 年 齢  (歳） 42.62

 平均給料月額 （円） 318,977

４年 １月 １日 現 在
 平均給与月額 （円） 376,372

 平 均 年 齢  (歳） 41.92

（２）　初任給

国　　　　の　　　　制　　　　度

区　　　分

高　校　卒 （円） 164,100

大　学　卒 （円） 191,700

行　　政　　職

154,600

185,200

行　　政　　職

行　　　　政　　　　職
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（３）　級別職員数

行　　　　　　　政　　　　　　　職

区　　　　　　　　分 級 職員数（人） 構成比（％）

７　　級

６　　級 1 7.7

５　　級 2 15.4

４　　級 2 15.4

３　　級 8 61.5

２　　級

１　　級

計 13 100.0

７　　級

６　　級 1 7.7

５　　級 2 15.4

４　　級 3 23.0

３　　級 6 46.2

２　　級 1 7.7

１　　級

計 13 100.0
※「職員数」の（　　）内は、短時間勤務職員を外書きで記載しています。

　　　（級別の基準となる職務）

区　　分 ７　　　級 ６　　　級 ５　　　級 ４　　　級 ３　　　級 ２　　　級 １　　　級

行政職 部　　　長
次　　　長
課　　　長

課長補佐
係　　　長
事業調整員

主　　任
主任主事
主任技師

主　　　事
技　　　師

主　　　事
技　　　師

５年 １月 １日 現 在

４年 １月 １日 現 在
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（４）　昇給

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　計

職　員　数　 13 13

本 昇給に係る職員数  （Ｂ） （人） 12 12

　２号級（人） 3 3

年 　４号級（人） 9 9

　６号級（人）

度 　８号級（人）

比率   （Ｂ）／（Ａ）         （％） 92.3 92.3

職　員　数　  （Ａ） （人） 13 13

前 昇給に係る職員数  （Ｂ） （人） 12 12

　２号級（人） 1 1

年 　４号級（人） 11 11

　６号級（人）

度 　８号級（人）

比率   （Ｂ）／（Ａ）         （％） 92.3 92.3

（５）　期末手当・勤勉手当

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） （月分） 級等による加算処置

(1.150) (2.300)

2.200 4.400 有

(1.125) (2.250)

2.150 4.300 有

(1.150) (2.300)

2.200 4.400 有
国 の 制 度

(1.150)

2.200

(1.125)

2.150

本　年　度
(1.150)

2.200

前　年　度

備　考区　　　　分

行　　政　　職

号級数別内訳

号級数別内訳

（10）



（６）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
最高限度の者

（月分）

支 給 率
24.586875 33.27075 47.709 47.709

国の制度
（支給率）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

（７）　地域手当

支 給 対 象 地 域 支　給　率　（％） 支給対象職員数（人） 国の制度（支給率：％）

６級地 6 13 6

（８）　特殊勤務手当

区　　　　　　　分

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
（５年４月１日現在）

　　代表的な特殊勤務手当の名称

行　　政　　職

その他の加算措置等 備考

定年前早期退職特例措置
（2%～20%加算）

定年前早期退職特例措置
（2%～45%加算）
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（９）　その他の手当

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同

扶　　　養　　　手　　　当 同

住　　　居　　　手　　　当 同

通　　　勤　　　手　　　当 一　　 部 　　独 　　自

差　　異　　の　　内　　容

交通用具利用者について、片道２キロメートルから１０キロメートル
までについて、２キロメートルきざみとしている。
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金　　額 金　　額 国県支出金 企 業 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

昭 和 ５０ 年 度 令 和 ５ 年 度
～ ～

令 和 ４ 年 度

全額

完済の年度まで

広島平和記念都市建設下水道事業（共通
事業のうち府中町分）に係る起債償還金
及び利子相当に対する負担金（広島市）

広島市が当該共通事業
費のうち府中町分とし
て借入れる資金に対す
る元金及び利子の合計
額

1,902,156 限度額と同じ

債務負担行為に関する調書

事      項 限　度　額
前年度末までの支払
義務発生（見込）額

翌年度以降の支払
義務発生予定額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

期　　間 期　　間
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（単位：千円）
資産の部

イ　土地 495,732
ロ　建物 158,606
　　減価償却累計額 △ 42,785 115,821
ハ　構築物 17,471,837
　　減価償却累計額 △ 2,477,301 14,994,536
ニ　機械及び装置 797,958
　　減価償却累計額 △ 276,680 521,278
ホ　車両運搬具 99
　　減価償却累計額 0 99
ヘ　工具器具及び備品 104
　　減価償却累計額 0 104
ト　建設仮勘定 0
　有形固定資産計 16,127,570

イ　施設利用権 4,591,558
　無形固定資産計 4,591,558

（３）投資その他資産
イ　出資金 1,416
ロ　長期貸付金 8,258
投資その他資産合計 9,674
固定資産合計 20,728,802

36,889
37,710
35,000

流動資産合計 109,599

資産合計 20,838,401

１　固定資産
（１）有形固定資産

（２）無形固定資産

２　流動資産
（１）現金・預金
（２）未収金

予定貸借対照表（当年度）
（令和６年３月３１日）

（３）前払金

（14）



負債の部

イ　建設改良等企業債 6,613,666
ロ　その他の企業債 137,273
企業債計 6,750,939
固定負債合計 6,750,939

イ　建設改良等企業債 654,571
ロ　その他の企業債 4,322
企業債合計 658,893

369,907

イ　賞与引当金 6,443
ロ　法定福利費引当金 1,265
ハ　その他引当金 97
引当金合計 7,805

（４）その他流動負債 440
流動負債合計 1,037,045

イ　受贈財産評価額 1,683,498
　　収益化累計額 △ 501,504 1,181,994
ロ　国庫補助金 4,736,040
　　収益化累計額 △ 648,541 4,087,499
ハ　負担金等 646,788
　　収益化累計額 △ 86,217 560,571
ニ　寄附金 311,750
　　収益化累計額 △ 40,233 271,517
繰延収益合計 6,101,581

負債合計 13,889,565

（３）引当金

５　繰延収益
（１）長期前受金

３　固定負債
（１）企業債

４　流動負債
（１）企業債

（２）未払金
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資本の部

イ　固有資本金 6,222,201
ロ　資本金 239,767
資本金合計 6,461,968

イ　受贈財産評価額 485,387
ロ　国庫補助金 4,688
資本剰余金計 490,075

イ　当年度未処分利益剰余金 △ 3,207
利益剰余金合計 △ 3,207
剰余金合計 486,868

資本合計 6,948,836

負債・資本合計 20,838,401

（１）資本金

（１）資本剰余金

６　資本金

７　剰余金

（２）利益剰余金
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（単位：千円）

544,327
393,372
10,026

440 948,165

7,516
147,524
172,370
119,290
770,055

1,467 1,218,222
営業損失 270,057

0
113,978

7,810
255,676

81 377,545

95,074
19,520 114,594 262,951

経常損失 7,106

102 102

270
229 499 △ 397

当年度純損失 7,503
前年度繰越利益剰余金 21,055
その他の未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金 13,552

（４）その他営業収益

２　営業費用

（１）管渠費

（２）ポンプ場費

（３）流域下水道費

予定損益計算書（前年度）
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

１　営業収益

（１）下水道使用料

（２）雨水処理負担金

（３）維持管理負担金

（４）長期前受金戻入

（５）雑収益

４　営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費

（２）雑支出

５　特別利益

（４）総係費

（６）資産減耗費

３　営業外収益

（１）受取利息

（２）他会計負担金

（３）補助金

（５）減価償却費

（１）過年度損益修正益

６　特別損失

（１）過年度損益修正損

（２）その他特別損失
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（単位：千円）
資産の部

イ　土地 495,732
ロ　建物 158,606
　　減価償却累計額 △ 34,748 123,858
ハ　構築物 16,960,924
　　減価償却累計額 △ 1,970,957 14,989,967
ニ　機械及び装置 630,549
　　減価償却累計額 △ 218,426 412,123
ホ　車両運搬具 99
　　減価償却累計額 0 99
ヘ　工具器具及び備品 104
　　減価償却累計額 0 104
ト　建設仮勘定 47,005
　有形固定資産計 16,068,888

イ　施設利用権 4,756,513
　無形固定資産計 4,756,513

（３）投資その他資産
イ　出資金 1,416
ロ　長期貸付金 7,758
投資その他資産合計 9,174
固定資産合計 20,834,575

176,333
37,114
35,000

流動資産合計 248,447

資産合計 21,083,022

予定貸借対照表（前年度）
（令和５年３月３１日）

１　固定資産
（１）有形固定資産

（２）無形固定資産

２　流動資産
（１）現金・預金
（２）未収金
（３）前払金

（18）



負債の部

イ　建設改良等企業債 6,873,637
ロ　その他の企業債 75,059
企業債計 6,948,696
固定負債合計 6,948,696

イ　建設改良等企業債 672,780
ロ　その他の企業債 4,322
企業債合計 677,102

340,800

イ　賞与引当金 7,036
ロ　法定福利費引当金 1,355
ハ　その他引当金 60
引当金合計 8,451

（４）その他流動負債 440
流動負債合計 1,026,793

イ　受贈財産評価額 1,683,498
　　収益化累計額 △ 409,390 1,274,108
ロ　国庫補助金 4,592,718
　　収益化累計額 △ 511,718 4,081,000
ハ　負担金等 619,544
　　収益化累計額 △ 70,610 548,934
ニ　寄附金 311,750
　　収益化累計額 △ 30,175 281,575
繰延収益合計 6,185,617

負債合計 14,161,106

（１）企業債

（２）未払金
（３）引当金

５　繰延収益
（１）長期前受金

３　固定負債
（１）企業債

４　流動負債
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資本の部

イ　固有資本金 6,222,201
ロ　資本金 196,088
資本金合計 6,418,289

イ　受贈財産評価額 485,387
ロ　国庫補助金 4,688
資本剰余金計 490,075

イ　当年度未処分利益剰余金 13,552
利益剰余金合計 13,552
剰余金合計 503,627

資本合計 6,921,916

負債・資本合計 21,083,022

６　資本金
（１）資本金

７　剰余金
（１）資本剰余金

（２）利益剰余金
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

１ 資産の評価基準及び評価方法

府中町下水道事業会計については、令和元年度から企業会計へと移行し、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表

　　を作成している。

２ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・ 減価償却の方法

定額法による。

・ 主な耐用年数

建物 ２～５０年

構築物 ２～６０年

機械及び装置 ２～２２年

車両及び運搬具 ２～　７年

工具、器具及び備品 ２～２０年

（２）無形固定資産

・ 減価償却の方法

定額法による。

・ 主な耐用年数

敷地利用権 　　４５年

３ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

職員の退職手当は一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職手当引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

　（１２月から３月までの４か月分）を計上している。
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（３）法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

　 当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

４ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

予定貸借対照表（当年度）に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

　  も含む。）のうち、毎年度総務省から通知される「地方公営企業繰出金について」（総務省一般会計繰出基準）に基づき、
　  下水道事業債（普及特別対策分）の償還に要する経費（元金償還金）、下水道事業債（臨時措置分及び特例措置分）の償

　  還に要する経費（元金償還金）及び臨時財政特例債の償還に要する経費（元金償還金）に対し、他会計が負担すると見込

　  まれる額は、７５，２３７千円である。

２ 引当金の目的使用による取り崩し

　 

Ⅲ セグメント情報に関する注記

１ 報告セグメントの概要

府中町下水道事業会計は、公共下水道事業のみを行っているため、セグメント情報は記載していない。

貸倒引当金

賞与引当金

法定福利費引当金 １，３５５千円

令和５年度予定

（自　令和５年４月１日

　　　至　令和６年３月３１日）

      ６６千円

６，９４１千円
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